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デフレからの脱却、 

持続的な経済成長の実現に向けた提言（案） 

全国知事会では、平成 23年８月以来、円高是正・デフレ対策プロジ

ェクトチームが中心となって、政府及び日本銀行に対し、為替介入、産

業空洞化・雇用対策、従来の枠組みに止まらない新たな金融政策など、

地域の経済活力や国内の雇用を喪失させない政策対応を早急に実施す

るよう、要請してきました。 

安倍政権発足後、こうした要請に沿って、政府及び日本銀行において

は、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する成長戦略

といった政策対応が進められ、１ドル＝80 円を上回る、行き過ぎた円

高の是正、景気の緩やかな回復が実現しつつあるところです。 

しかしながら、特に中小企業や小規模事業者の多い地方では、景気回

復の効果が十分に及んでいるとは言えない状況にあります。 

10 月１日に決定された消費税引上げの影響に適切に対処するととも

に、新興国市場の変調等による急激な為替変動の可能性に留意しつつ、

デフレからの本格的な脱却と持続的な経済成長を実現するため、大胆な

為替・金融緩和政策、経済対策及び規制改革等を今こそ実施することが

必要となっています。 

そのために必要と考えられる政策対応を取りまとめましたので、以下

のような具体的な政策を早急に検討・実施していただくよう、強く要請

いたします。 

資  料
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１ 為替・金融緩和政策 

引き続き、海外の経済情勢や為替の動向を注視し、状況に応じて以

下のような対応を検討・実施すること。 

・急激な為替変動により、過度に円高が進行した場合、国際協調の

下、適時に円売り・ドル買い介入を行うなど、思い切った為替政

策を実施すること。 

・「物価安定の目標」を早期に実現するため、量的・質的金融緩和

を継続・強化すること。 

・金融政策の理念に、「物価の安定」に加え、新たに「雇用の最大

化」を追加すること。 

・国債により経済財政運営の財源を調達する場合においては、財政

規律に配慮しつつ、市中引受を基本とする一方で、必要に応じ、

財政法第 5条に基づく臨時特例的な措置として、日本銀行がこれ

を引き受ける等柔軟に対応すること。 

２ デフレからの本格的な脱却のための経済対策 

消費税の引上げによる影響を乗り越え、デフレからの本格的な脱却

を実現するため、当面は柔軟な姿勢で財政健全化に臨むとともに、財

政出動を拡大し、名目 GDP 成長率を高めることを目指し、今年度補正

予算、来年度当初予算編成において、以下のような対応を検討・実施

すること。 

・小規模事業者に焦点を当てて、中小企業・小規模事業者に対する

支援を拡充すること。

・雇用調整助成金の助成率の引下げを踏まえた再就職支援など、地

域の実情に即した雇用対策を拡充すること。

・高速道路、鉄道、空港、港湾や電力を含むエネルギーの安定供給

など、企業活動を支える基盤の整備を促進すること。

・低所得者対策、耐久消費財を含む消費喚起対策など、消費の低迷

を回避するよう、適切な措置を講ずること。

・原燃料価格の高騰が、事業活動に影響を及ぼさないよう、適切な

措置を講ずること。
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・法人税率の引下げ、研究開発促進税制の拡充を実現し、企業活動

を促進する事業環境を整備すること。なお、法人税率引下げ等を

行う場合には、政策減税の大幅な見直しによる課税ベースの拡大

や、他税目での増収策による代替措置により、必要な地方税財源

を確保することも併せて検討し、地方の歳入に影響を与えること

のないようにすること。 

３ 規制改革等による持続的な経済成長の実現 

産業の新陳代謝を促し、持続的な経済成長を実現するため、以下の

ような取組を着実に進めること。 

・企業の国内立地・設備投資・研究開発投資を一層促進するため、

「日本再興戦略」において、速やかに国会に提出することとされ

た「産業競争力強化法（仮称）」について、その早期成立・施行

に努めること。

・次世代自動車、航空機、環境・エネルギー、観光、医療、農林水

産業等、今後の成長分野における規制改革を推進するため、「日

本再興戦略」において、規制改革の突破口として創設することと

された「国家戦略特区」について、早急に制度化し、着実に実施

すること。

  ・地域からの提案に基づき、日本全国からイノベーションの波を起

こすなど、地域産業を振興するため、「地域戦略特区（仮称）」を

指定し、大胆な規制緩和、税制の優遇措置などを講ずること。 
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